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●　 ビジネスニュース

・K2Investment株式会社、IFA JAPAN株式会社に対
する行政処分について（10/11）
─両社は投資助言・代理業の登録を行っているが、そ
れぞれ同業務を逸脱して外国投資証券の実質的
販売を行っていた行為に対し、K2社は業務停止１か
月、IFA社は業務停止3か月

・アブラハム・プライベートバンク株式会社に対する行政処分につ
いて（10/11）
─同社は投資助言・代理業の登録を行っているが、以
下の違反行為に対して業務停止6か月
▶無登録で海外ファンドの募集または私募の取扱い
を行っている状況

▶著しく事実に相違する表示または著しく人を誤認
させるような表示のある広告をする行為

▶顧客の利益に追加するため財産上の利益を提供
する行為

・ファンドモニタリング調査の集計結果について（10/3）
─平成24年度に国内で販売されたファンドは22,074本
68.8兆円

・リーフレット「新証券税制『NISA〈ニーサ〉が平成26年1
月からスタート！』」（金融庁およびNISA推進・連絡協議
会）について公表（9/30）
─NISAのポイントやリスクとリターンの関係など、投資
の基本をわかりやすく説明

・金融審議会「新規・成長企業へのリスクマネーの供給
のあり方等に関するワーキング･グループ」より、クラウド
ファンディングの論点について（9/27）
─「株式型」に係る募集の取扱いは「第1種金商業の
特例」「匿名組合型」に係る募集の取扱いは「第2
種金商業の特例」として位置づけ

─財産規制を緩和することや、契約締結前交付書面
の記載事項の簡素化を図ること

 アップティック 11月5日からの原則廃止に向けカブドットコ
ム証券が顧客対策（10/13）
─小口信用取引の手数料引下げと、空売り
可能銘柄の拡大へ

 英民営化案件 英国の郵便会社ロイヤル･メールがロンドン
取引所上場（10/11）
─時価総額は5,200億円で、英国では2000
年以降最大の民営化案件

  業務提携 SBIが中国金融大手と業務提携合意（10/9）
─上海の「自由貿易試験区」に合弁会社を
設立し、ネット証券事業を立ち上げへ

 外債発行 日本企業による1月から9月までの外債発行
額が59億ドルに（10/7）
─海外事業拡大やM&Aなどの増加で、昨
年1年間の発行額47億ドルを上回る

 介護・医療 来年度に介護･医療施設専門の上場
REITの創設を政府が解禁する方針
（10/3）
─個人マネーの活用を目指し、三井住友銀
行や新生銀行などが上場REITを計画

 海外強化 大和証券がインドネシアの政府系金融グル
ープ傘下のバハナ証券と業務提携（9/30）
─M&Aで協力するほか、海外機関投資家
へインドネシア企業の調査レポート提供へ

 雇用延長 大和証券は、個人向け営業職を対象に70
歳までの雇用制度を導入（9/26）
─大手証券会社は65歳までの継続雇用が
定着してきたが、更に引上げへ

 REIT増資 本年度上半期のJ-REITによりエクイティフ
ァイナンスが4,200億円を超える（9/20）
─デフレ脱却への期待から、出資口の募集
が堅調
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●　 JIPからの情報発信

今号は、NTTデータグループのソリューションから、Webサービス・BPOサービスを展開する（株）NTTデータ・スマ
ートソーシング社のサービスをご紹介いたします。

　NTTデータ・スマートソーシングは、2013年7月1日にNTTデータ・ス
リーシー、NTTデータ・アール、NTTデータキュビットの3社が統合し誕
生いたしました。
　近年、お客様からは事務効率のよいサービスが求められています。
　わたしたちは事務全体の最適化を追求し、付加価値の高い「BPO
ビジネス」をワンストップでご提供しております。
　2012年4月には、「石巻BPOセンタ」を設立し被災地域の雇用創出
に向けた取組みを、いち早く開始いたしました。
　また、スマートフォンやタブレット端末などの急速な普及にともない、多
様化するビジネスに対応したソリューションへの期待が高まっております。
　わたしたちは、NTTデータ・アール、NTTデータキュビットが培ってき
たWebマーケティング、Webコンサルティング技術を活用し、プロフェッ
ショナル集団として時代変革のイノベーターを目指してまいります。
　わたくしどもの今後の取組みに日本電子計算ともども、どうぞご期待
ください。

◆ NTTデータ・スマートソーシング社のご紹介

　近年、Web制作は大きな変革を迎えております。ひとつには、スマートフォン、タブレット端末などインテリジェント端末の
普及によるものです。もうひとつは、ソーシャルネットワークサービス（SNS）の普及により情報の連携や発信がパーソナル
ユースからビジネスユースまで拡大していることです。
　ビジネスシーンで求められているWebサイト構築の勘所についてご紹介いたします。

　スマートフォン、タブレット端末の普及によって、企業や個人の
Webサイトがいつ、いかなる場所でも閲覧することが可能と
なったことにより、企業Webサイトの情報発信頻度や営業戦略
的な要素は格段に高まりました。
　これまで以上にバナー広告やリアルタイムな情報発信のサイク
ルは短くなり、より密度の濃いものが要求されるようになっています。
　その結果、これらの情報が乏しいWebサイトの閲覧頻度は
低下し単なる「看板」となり、形骸化してしまっているサイトも珍
しくはありません。
　皆様の企業サイト（ホームページ）は右のどちらでしょうか。

　お客様のニーズを積極的に取り込み、Webサイトを改装、強
化することは営業戦略として重要な一面を持っています。
　次頁では、私たちがWebコンサルティングで企業サイト（ホー
ムページ）の集客力を向上させるために、ご提供しているソ
リューションについてご紹介いたします。

◆ Webの変革

■ NTTデータグループ　金融ITソリューションのご紹介

会社概要

社名

英文社名

所在地

設　立

資本金

代表者

従業員数

事業内容

株式会社NTTデータ・スマートソーシング

NTT DATA Smart Sourcing Corporation

東京都新宿区西新宿6-5-1 
新宿アイランドタワー 41階（本社・新宿センタ）  他

2013年7月1日

1億円

代表取締役社長　上野山 英樹

約1,390名

（1）BPO事業
（2）ウェブシステムインテグレート事業
（3）Eコマースに関連するASP・SI事業
（4）検索エンジンマーケティング等の
      ネット広告事業
（5）デジタルメディア・クリエイティブワーク
（6）ウェブコンサルティング事業

■スマートフォン・タブレット端末の普及により変わりつつあるWebサイト

看板化しやすいWebサイト

自ら情報発信するサイト

◆ 新たな情報発信は月に数回になっている

◆ デザインはここ数年変わっていない

◆ サイトからの資料請求・問い合わせが増えない

◆ 更新業務が大変、サイトの分析すら実施していない

◆ 継続的にマーケットに向けて有益な情報発信がある

◆ スマートフォンにも対応したデザイン

◆ 閲覧、資料請求、問い合わせ回数が伸びている

◆ 掲載すべき情報ニーズがわかっている
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●　 JIPからの情報発信

Ｗｅｂ集客力を強化する手段として次のような段階的な取組みは効果的です。

　わたしたちは、お客様サイトの企画・構築
（更改）から、その後の運用・プロモーション
まで、お客様のWebマーケティング戦略の
パートナーとして、PDCAサイクルを実践し
継続的なトータルサポートをいたします。

　サイトの効果的な改善ができた成功事
例をご紹介させていただきます。

◆ Web集客力を強化するには

◆ 事例紹介

※お問い合わせ先 日本電子計算株式会社 証券事業部   証券営業部
  【東　京】 TEL：03-3630-7427

   【名古屋】 TEL：052-735-6233

 上記以外にもスマホ対応やタブレット対応、動画撮影・制作・配信など、当社では豊富な知識と経験を活用し、お客様の営業戦略上
重要である企業サイトの効果的な集客を実現するためコンサルティングからサイト構築までワンストップでご提供させていただきます。

〈（株）NTTデータ･スマートソーシング　デジタルクリエイション部　雨甲斐（あまがい）〉

顧客や見込み客を効率的に誘引すること
が必要です

●その方法としては、「リスティング広告」「バナー
広告」「メール広告」の活用に加え、「Twitter」
「Faceｂook」といったSNSをプロモーションに
取り入れる例も多くなっております。

●また、広告からの専用ページ「ランディング
ページ」を制作し、宣伝費用効果の向上を図る
事は広告効果を高める方法として有効です。

●閲覧履歴をトレースすることにより、実際に
ユーザーがどの情報（商品）をクリックしたかを
可視化するツールの導入は効果的です。

●把握しづらいユーザー動向を積極的に分析
する事でWebサイトの営業戦略的価値の向
上、売上げ増加が可能となります。

●せっかくユーザーがWebページにたどりつい
ても多くのユーザーが申し込みまで辿り着か
ずに離脱してしまいます。そして、その多くが問
い合わせ・申し込みフォームで離脱していま
す。EFOツール*1を導入することによってエ
ラー発生率を抑え「入力完了率」を向上させる
ことができます。 *1…EntryFormOptimization

掲載する情報（商品）についてユーザ
ニーズを的確に把握することが必要です

申込み入力のあきらめ防止対策は、
サイト離れ（会員の離脱）に効果的です

STEP 1STEP 1 STEP 2STEP 2 STEP 3STEP 3
施 

策

説
　
明

株式会社三陽商会 様
「サンヨー・アイストア」
ECサイト  Webコンサルティング 

【実施日】 2013年2月

【実施内容】 
・ ヒューリスティック評価
・ ユーザテスト

▼調査結果を反映し以下の通り、サイトリニューアルしました！
・  ブランドページへのアクセスがわかりやすい構成に
・  カテゴリをすばやくチェックできるデザインに
・  商品検索機能が充実
・  商品一覧ページの表示をお好みで切り替え可能に
・  ディティール画像がより確認しやすく

※NTTデータ・スマートソーシングでは、サイトのユーザビリティ（使いやす
さ）の調査として、各種調査方法をご用意しています。

スマートフォン専用サイト
http://sanyo-i.jp/ 

中央大学法学部
　　　通信教育課程 様
オフィシャルサイトリニューアル

【実施日】 2008年11月
　　　　　（※現在も運用支援中）

【実施内容】 
・ 企画、コンサルティング
・ Webサイト制作
・ サイト運用
・ CMS開発
・ スマートフォン対応（2012年7月）

【リニューアル効果】　
・ 訪問者数 ： 2割増（約8,000セッション増）
・ ページビュー ： 4.5倍（30万ページビュー増）
・ 平均ページビュー ： 約4倍
・ 平均滞在時間 ： 約2.5倍
・ 直帰率 ： 55%から28%へ

※中央大学通信教育部様修得のデータより抜粋
※前年の同時期アクセス比較

http://www.tsukyo.chuo-u.ac.jp/

Webサイトワンストップソリューション
（コンサルティング～設計・構築・サイトリニューアル）

Webマーケティング戦略のPDCAサイクル

サイトリニューアル（PDCAサイクル）

提 案

サイト運用・マーケティング活動のフィードバック

設 計 構 築

・ コンテンツ企画
・ Webマーケティング
・ 新規サイト

・ コンテンツ企画
・ Webマーケティング
・ 新規サイト

新規
プランニング
新規

プランニング
・ 効果測定
・ アクセス分析
・ レポート

・ 効果測定
・ アクセス分析
・ レポート

分析・
フィードバック
分析・

フィードバック

・ コンテンツ運用
・ 保守
・ コンテンツ運用
・ 保守

運用運用
・ 集客
   プロモーション
・ キャンペーン

・ 集客
   プロモーション
・ キャンペーン

プロモーションプロモーション
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●　 証券トレンド

■ スマートデバイス時代のリテール証券

リテール証券のスマートICT利用

従業員利用の社内ルール

行為規制への配慮

広告規制対応

リテール証券

個人ニーズや
行動パターンの把握

インターネット
利用拡大個人のスマートデバイス

利用拡大

ソーシャルメディアでの
情報量増加

ターゲットを絞って
情報発信

　最近リテール証券会社のホームページを拝見すると、
随分と綺麗に作りこまれたものが多くなったように感じる
が、対面営業であってもインターネット利用の意識が高
まっているためだろう。そのインターネットへの個人のアク
セスを容易にするものとして、スマホやタブレットなどのス
マートデバイス普及があるが、日本での本格化はこれから
とみられる。最近のGoogleの調査（8月公表）によると、日
本でのスマートフォンの普及率は25％で、米国の56％や
韓国の73％と比べ大きく落ちる。携帯電話に関して従来
型のものが未だ主流だが、iPhoneの廉価版が発売され
たり、タブレット端末商戦が活発化しているので、今後はス
マートデバイスの利用が増加していくと予想される。
　ただし、スマートデバイスの普及は単純にインターネット
利用が増えるというより、インターネット利用の高度化に繋
がることが期待されている。「平成25年版 情報通信白
書」（2013年7月総務省）によると、スマートデバイスなどの
モバイルを起点に、SNSの活用、クラウドサービスの拡大、
ビッグデータの利用などがリンケージした「スマートICT」＊
がICTの最新トレンドとして示されており、日本の成長を加
速させる役割が期待されている。
　このスマートICTが、投資関連ビジネスにどう影響する
かだが、今までのリテール証券会社によるネット利用は、取
引の効率化や事務部門のコスト削減が主な目的だった。
これらは業務改善の一貫で行われたことなので、今後も
続くと思われるが、スマートデバイス普及により今後は次
のような取組みも行われていくと予想される。

■個人のインターネットへのアクセスが容易になることで、
コミュニケーション手段としてSNSなどのソーシャルメ
ディア利用が広まるだろうが、投資というテーマで個人
のニーズを絞り易いので、証券会社などが情報提供を
積極化する。ただし、現状は投資家に対する適合性の
原則遵守や広告規制の関係で、従業員個人のSNS
利用を社内ルールで規制しているケースもある。証券
会社がSNSへの情報発信で期待する効果について

は、次の四つに分類される。（証券業協会アンケート
2011年11月。それぞれの項目は、ほぼ同じような比率）
 商品・サービスのプロモーション
 インターネット取引における営業推進
 顧客サポートの充実
 顧客等とのエンゲージメント強化
■個人が発信する投資に関連した情報量が格段に増
加するだろうが、そのようなインターネット上のSNS情報
をビッグデータとしてクラウドコンピューティング技術を
使って分析し、顧客の運用成績向上を目的として活用
しようとするサービスが行われる。インターネット上の全
てのデータが対象ではなく、個人の属性が推定しやす
いSNS上で発信されたデータを、投資家ニーズや投資
家の行動パターンと関連づけようとする試みとなるが、
実際の株価動向などに関係するデータを選択し統計
化するという技術が使われる。
■個人との情報のやり取りをスマートデバイス上で頻繁
に行うためには、情報を簡略化したり、資料の図式化を
進めることが必要になる。また、コミュニケーションを促
進するためには、提供する情報の鮮度も重要だろう。こ
れらをリテール証券会社の顧客向けに提供する情報
加工サービスの需要が高まる。

　このように、スマートICTが個人投資家のインタラクティ
ブな情報のやり取りを可能にすることで、新しいリテール
証券のビジネスモデルが構築されていくことに期待したい
が、そのためには証券会社として発信する情報と、従業
員が個人として発信する情報、販売上の行為規制の遵
守などを統合して、コンプライアンス管理する必要が生じ
るかも知れない。しかし、これもまたクラウドコンピューティン
グで管理可能となると予想したいし、スマートICT時代に
合った自主規制の在り方も、リテール証券の成長戦略に
沿って議論されることが期待される。
＊「スマートICT」
総務省が提唱している「スマート化された革新的なICT（情報通信技術）
のあり方」を示すコンセプト
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●　 今月のテーマ

■ 大胆予想！ 2020年オリンピックイヤーの個人投資家

2020年の人口構成と日本の課題

生産人口の減少

進む高齢化

震災からの復興

福島原発と
エネルギー問題

グローバル化
推進対策

　近い将来ではないけれど、想像可能な未来。7年先の
東京オリンピックイヤーとなる2020年はそのような時間軸
と感じる方が多いのではないだろうか。来年の事を言うと
鬼が笑うという格言が残る証券業界ではあるものの、
2020年の個人の投資はどうなっているのかをあえて予想
してみたい。
　先ず、2020年の個人の姿だが、少子高齢化や人口減
少が加速し始める。下の表は、直近の国勢調査（2010年
10月時点）と（独）社会保障・人口問題研究所が今年3月
に推計した2020年の人口推計の比較だが、生産人口と
言われる15歳から64歳までの人口が2020年までに約860
万人減少するのに対し、65歳以上の人口は約690万人
増加（うち約470万人が75歳以上の増加分）する。また、
人口が約400万人減少するが、世帯数は約100万増加
する。つまり、高齢化とともにお年寄りだけの世帯が増加
すると見られている。これらの変化に対応するため、雇用
に関しては60歳代の雇用延長や女性の雇用促進などが
政策テーマとして挙げられているし、住居や生活に関し
ては、ヘルスケア施設や医療ネットワークの拡充が必要と
なってくる。
　一方、投資に関する制度も大きく変化する可能性があ
る。例えば、税制だが来年から譲渡益課税の軽減措置
が撤廃されるが、2020年までには金融所得課税一体化
が進む可能性がある。既に債券投資に関する税制が

2016年より変更されることが決定している。譲渡益が非
課税から20％の申告分離に変更となり、利子と損益通算
が可能となる。加えて、株式や公募投信との損益通算も
出来るようになる。また、平成26年の税制改正要望（金融
庁）には、金融商品に係る損益通算範囲をデリバティブ
取引・預貯金についても拡大すること、特に総合取引所
に係るデリバティブ取引について、早期に実現することが
加わっている。つまり、株式や公募投信・債券・ディリバティ
ブ間の損益通算ができ、場合によっては預金利子まで含
めた個人金融所得の一体課税が進む可能性もあるとい
うことだ。
　これを後押しするのは、現在、導入が決まり関連法案
の整備が進められているマイナンバー制度（社会保障・
税番号制度）だが、次のような導入予定（内閣官房：ロー
ドマップ案より）となっている。
・ 2015年 ： 年末にかけて、国民に番号通知
・ 2016年 ： 国民への個人番号カードの交付、年金に関

する照会・税の申告などから順次利用開始
・ 2017年 ： 1月　国の機関で連携を開始
      7月　地方公共団体との連携開始
　ただし、金融所得一体課税が進み、マイナンバー制度
で税申告などが簡略化されれば、現在の特定口座の機
能が必要かどうかという問題も生じ、場合によってはその
役割を終えたり、機能が大きく変わっていくことも考えられる。

■ 個人と投資関連制度の変化

■ 個人と投資関連制度の変化

■ 2020年までの日本経済変化

■ 2020年の個人投資家像

■ 2020年に個人投資家をサポートするもの

総人口

0～14歳

15～64歳

65歳以上

75歳以上

世帯数

データ元

128,057

16,803

81,031

29,245

14,072

51,950

注記1

2010年 2020年

124,099

14,567

73,408

36,123

18,790

53,053

注記2

注記１：2010 年 10月時点、国勢調査
注記２：（独）社会保障・人口問題研究所 
　　　　2013 年 3月推計

（千人）

2020年までに課題を
克服し、逆に強みとして
利用することで成長シ
ナリオが描けているか？
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●　 今月のテーマ

　本年6月に公表されたアベノミクスの成長戦略“日本再
興戦略‒JAPAN is BACK‒”（首相官邸）は、100頁近くに
及ぶものだが、新たな日本株式会社の中期経営計画とも
言える。企業のように、具体的な事項に関して数値目標を
定め、PDCAサイクルを実施することで目標の実現に近づ
ける。その数値目標の達成期限の多くが2020年となってい
るので、東京でのオリンピックまでに日本経済はこのように変
わる（新たな形で日本経済が再興する）といったアピール
内容になっている。その中から企業活動に関係すると思わ
れる項目を抜粋し、次頁の表に示した。これらの目標は、次
の４つのテーマを推進するためのものだ。
テーマ１ ： 国民の「健康寿命」の延伸
　予防から治療、早期在宅復帰に至る適正なケアサイク
ルの確立のため、健康増進・予防サービス、生活支援
サービス、医薬品・医療機器、高齢者向け住宅等を戦略
分野とする。
テーマ２ ： クリーン・経済的なエネルギー需給の実現
　多様・双方向・ネットワーク化によるクリーン・低廉なエネ
ルギー社会を構築するため、再生可能エネルギー、高効
率火力発電、蓄電池、次世代デバイス・部素材、エネル
ギーマネジメントシステム、次世代自動車、燃料電池、省
エネ家電、省エネ住宅・建築物等の省エネ技術関連製
品・サービス等を戦略分野とする。（※電力自由化を含む＝広
域的運営推進機関の創設（2015年）小売全面自由化（2016年）送配
電部門の法的分離、小売料金規制撤廃（2018～2020年））

テーマ３ ： 安全・便利で経済的な次世代インフラの構築
　最先端の技術を活かしてインテリジェント・インフラを実
現するため、インフラマネジメント、車両安全運転支援シス
テム、宇宙インフラ整備を戦略分野とする。
テーマ４ ： 世界を惹ひきつける地域資源で稼ぐ地域社

会の実現
　世界を惹きつける地域資源ブランドを成長の糧とする
誇り高い地域社会の実現のため、農林水産物・食品、６
次産業、コンテンツ・文化等の日本ブランド確立を戦略分
野とする。（※6次産業とは、農業や水産業などの第一次産業が食

品加工・流通販売にも業務展開している経営形態を表す）

　実際の各目標の推進にあたっては、必要な規制緩和
実行の突破口として「国家戦略特区」の創設も想定され
ている。この成長戦略に対して総花的との批判もあるが、
全体を通して、日本が現在抱えている課題を克服するこ
とで次の成長を取り戻す、ということがメインシナリオに
なっている。また、克服ノウハウをもって、企業が海外でビ
ジネスを展開できるように官民一体で取り組むというのも、
政府が強くアピールしている点だ。2020年の日本経済は、
グローバル化やICTの進展という世界経済全体の流れ
に沿ったものだろうが、成長戦略が日本の変化を加速す
ることを、内外の投資家は期待している。
　経済に変化が起きれば、当然新しい投資対象も生まれ
る訳だが、2020年に向けて日本市場はどのように変わっ
ていくかということでは、次の要因を考慮する必要がある。
●成長戦略の中で、アジアNo.1の金融・資本市場の構築
を目指すことは変わらないだろう。
●そのために総合取引所構想は進められるだろうが、商
品や金融先物以外にも、上記の成長戦略に合わせた
リスクマネーの供給機能整備も検討されるだろう。
●国内における新しいインフラ構築ではPFI（Private 
Finance Initiative）などの民間資金活用が目論まれ
ており、アジアの成長を取り込むために、海外インフラへ
の資金提供も可能とするインフラファンド市場が整備さ
れる可能性が高い。
●エネルギー関連では、電力自由化を睨んで電力デリバ
ティブ取引などが活発化する可能性もあるが、再生可
能エネルギーファンドなどの取引環境も整備されるだろう。
●地方においては、農業ファンドや農業法人のファイナン
スが一つの投資テーマになるだろうが、資本市場と関
係付けが課題となりそうだ。
●市況の回復に伴ってIPO（新規株式公開）は今後も増
加傾向を続けそうだが、その裾野拡大のため、地域証
券会社や地域金融機関など地元企業に密着した業
者の市場仲介機能充実が望まれる。

■ 2020年までの日本経済変化

　非課税の投資制度の方も、2020年に向け大きく変化して
いくことが予測される。先ず、来年から始まるNISAだが、2020
年は制度導入後7年経過となり、非課税投資による個人資
産形成制度として本格導入となることに期待したい。例えば、
同制度は現在10年間の維持となっているが、その制度の恒
久化、口座開設年数を5年間から拡大、非課税枠の再利用
など、個人の資産形成目的に沿った制度改正が望まれる。
　次に、確定拠出年金制度（日本版401K）の強化も個人
にとっては重要となる。同制度は2001年10月から始まって

既に10年以上経過しているが、当初は企業側の都合（年
金債務増加を防ぐ）で確定給付年金制度からの変更が
中心となっていたが、国民全体の老後資金形成の制度と
考えた場合、主婦の参加を認めたり、自ら積み立てる資金
を増加しやすいようにすべきとの要望が多い。また、年金
制度と退職金制度のリンクが強い中小企業が同制度を
利用し易いように、60歳未満の引き出しを可能にすべきと
の指摘もされている。今後の年金制度議論の中で、2020
年までに同制度も強化されていくことが期待される。
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●　 今月のテーマ

日本再興戦略における2020年までの主な成果目標

個人投資の変化

バブルの余熱 ICTの進展／金融ビックバンの影響

　先ず個人投資家の全体像を考えた時、バブル崩壊後
は以下のような変化が起きていた。
　1990年代＝バブル期以前の株式投資は、一部の富
裕層のものとのイメージが強かったが、株式市場は下落
基調が続いたもののバブルの余熱もあって、個人の株式
投資は拡大していた。例えば、個人株主数（株式分布調
査による延べ数）は、90年代初めは約1,500万人程度
だったが、90年代末には3,000万人を超えた。このような
個人投資家の増加を支えるものとして、上場企業の持株
会の拡大や、リテール証券が提供する株式累積投資な
どがあった。なお、この期間も現在も、全株主に占める個
人の保有比率は2割前後と変わらない。
　2000年代＝ICTの進化や規制緩和などによって新し
い個人投資家層が生まれたが、代表的なものは“デイト
レーダー”と“ミセスワタナベ”だった。金融ビックバンによる
委託手数料の自由化とインターネットの利用で個人の売
買コストが大幅に減少したことにより、金融機関のトレー
ダーのように頻繁に売買する個人トレーダー層が生まれ
た。その中で日計り商いを行うものを“デイトレーダー”と呼
んだ。一方“ミセスワタナベ”の方は、外国為替取引のデリ
バティブを個人向けに小口化して行うFX取引は、日本の
一般的な主婦でも利用しているといった個人への浸透を
象徴している。また、投資信託では金融機関による窓販
が1998年12月に始まったが、2000年代に入って販売が
本格化し、2004年には株式投信の残高の半数を超える
ようになっている。
【現在の個人投資家像】
　現在の個人株主数は約1,600万人程度と推測される。
（2013年8月末の証券保管振替機構のデータで、全株主

1,718万人から法人・外国人・金融機関等を差し引いた推
算）日本証券業協会が行った“個人投資家の証券投資
に関する意識調査”（2013年9月）では、株式保有比率は
全投資家の73％なので、逆算すると全投資家数は約
2,200万人となり国民全体の17％を占めている。他の投資
商品の保有人数は、株式投信が約960万人、個人向け
国債が約860万人、外貨建て債券が210万人となる。なお、
個人のFX取引口座数は300万程度と見られている。また、
個人投資家が所有する有価証券の平均額は491万円だ
が、半数以上は60歳以上となっている。
【2020年に向かって変化する投資家】
　今より7年経過した2020年では、現在の投資家層の三
分の二が60歳以上となり、投資家も高齢化する。高齢化
層の投資については、老後資金の確保から保守的となる
見方が一般的だが、健康で働いている高齢層も増えた
時、子育てや資産形成を終えて次なる人生の目的を探
すのを手助けするような投資があっても良いのではない
だろうか。例えば、この企業に投資すれば自分の考える社
会貢献に役立つので株主となる、といったようなパーソナ
ルな社会的責任投資などが活発化することも考えられる。
　また、今後増加が予想されるETF・ETNを通じて海外
市場へ投資がより容易になることや、総合取引所などで
デリバティブ商品の個人利用が進むこと、金融所得一体
課税で金融商品間の損益通算が容易となることなどか
ら、個人がファンドマネージャー的資産運用を行う環境が
整う。“自分ファンド”のような個人の運用スタイルが流行る
可能性もある。一方、若年層の投資がNISAなどによって
増加することに期待したいが、株式累積投資のような考
え方も復調するかも知れない。

■ 2020年の個人投資家像

1990
年代

2000
年代

2020
年 金融所得一体課税／投資情報の平準化

個人株主の増加

投信窓販による投資家層の拡大

自分ファンド

パーソナルSRI

デイトレーダー

ミセスワタナベ

累積投資復調

健康増進・予防、生活支援関連産業の市場拡大
医薬品、医療機器、再生医療の医療関連産業の市場拡大
6次産業市場規模
内外のエネルギー関連市場を獲得
女性の就業率（25 歳から44 歳）の上昇
中堅・中小企業等の輸出額
官民一体でのインフラシステム受注
海外の医療技術・サービス市場を獲得
外国企業の対内直接投資残高拡大

6兆円
12兆円
1兆円
8兆円
68％

10兆円
0.5兆円
18兆円

現   状成 果 目 標 2020年
10兆円
16兆円
10兆円
26兆円
73％

2010年の倍
30兆円
1.5兆円
35兆円

健康産業充実

地域資源

クリーンエネルギー

新インフラ整備と活用
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●　 今月のテーマ

　個人投資家に新たに提供される金融商品やサービス
については、一つの流れがあるように思われる。それは、
従来証券会社などから機関投資家に提供されていたも
のが、小口化や簡略化されて個人にも提供されることだ。
外債やヘッジファンド、FX取引を始めとするデリバティブ
などがそうだ。また、各国政府の市場に対する姿勢は、
リーマンショック後、市場参加者間の情報格差を無くそう
とする意向を強めている。つまり、2020年には個人に提供
される商品・サービスや市場関連情報は、今より格段に増
加していることが想定される。
　個人投資家の方は前章で触れたようにその投資ニー
ズが多様化しているため、自分が求める商品やサービス・
情報を、自分にとって効率よくナビゲートし投資判断をサ
ポートしてくれる機能を求める。これを提供する証券会社
側では効率的な提供力が必然となるため、対面営業でも
コールセンター対応でもネット取引でも、多様な顧客ニーズ
をいくつかパターン化し、対面・コール・ネットを複合して利用
するハイブリット型のサービスが主流になる可能性がある。
　また、金融所得一体課税が行われ各金融商品間での
損益通算が可能となるため、個人投資家から金融資産
全体を管理するサービスのニーズが高まるかもしれない。
例えば、Ｗｅｂ上の一つのプラットフォームで自分の金融資
産のリアルタイムな状況が分かり、同じプラットフォームで
預金から外債を購入して必要な外貨を買い付けたり、投
資信託を解約して株式の購入予約注文を入れる。更に、
予想されるイベントに備えるために自分の金融資産に必
要なデリバティブを購入してリスクヘッジを行う、などであ
る。個人投資家の中には、ファンドマネージャーの如く保有
株式や債券などの単価引き下げの売買を行ったり、定期
的な益出しをするための売買シュミレーション機能のニー
ズがあるかも知れない。そのような個人投資家に向けた
総合口座管理サービスが台頭する可能性もある。
　以上の個人投資家への新しいサポートは、メガバンク
や大手証券会社だけの取組みではない。対応の前提は
個人投資家の多様なニーズに応えることなので、顧客と

の緊密な関係がコア・コンピタンスである対面リテール証
券会社や地域金融機関などにも強みがあり、彼等が協
働しながらナビゲーションや口座管理サービスの専業者
を使っていくことで、自らのネットワークを構築していくことも
考えられる。ここで重要なことは、顧客との対話密度を上
げていくことだ。そのためにネット専業証券会社では、仲
介業者を通じて個人投資ニーズを把握したり、SNSなど
のビックデータ解析から個人投資家ニーズを探そうという
ような動きも出そうだ。
　個人投資家を支える証券会社の2020年の収益に関し
て、主たる要因の株式市況を占うことは出来ないが、この
1年近くのアベノミクス相場における対面リテール証券会
社の大幅な収益改善にヒントがありそうだ。簡単に言えば、
顧客の投資が成功すれば証券会社の収益も向上するこ
とを明確にした、成功報酬型手数料への移行だ。一部の
証券会社では、ラップ口座やSMA口座で取り組んでいる
もののまだまだ少数派で、今後の証券会社の収益構造を
考えた時、上記のような総合口座管理の中で、営業部員
の助言活動に対する成功報酬といったビジネスが成立
する必要がある。証券会社の報酬体制が明確化するこ
とは、個人投資家にとっても望ましい。そのためには、現在
の法制度での証券会社＝第一種金融商品取引業、投資
助言・代理業といった金融庁への個別の登録要件につ
いて、個人投資家の多様なニーズに応える対面営業の
証券会社に限っては再考するべきかも知れない。
　また、NISAの浸透で若年層にも投資が広がる可能性
があるが、その影響で投資信託の販売手数料や信託報
酬などを引き下げる動きが強まっている。これに対して、プ
ライベート・エクイティファンドやヘッジファンドのように運用
の成績に合わせた報酬とする投信の設定が増えていく
ことも考えられる。
　以上から2020年には証券会社や運用会社において、成
功報酬型手数料の考え方が広まっていくと予想されるが、
リテール証券業務もアベノミクス成長戦略の中で、そろそろ
新しいビジネスモデルを見据える時期ではないだろうか。

■ 2020年に投資家をサポートするもの
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2020年のリテール証券会社

多様化する
個人投資家の投資ニーズ

金融商品・投資情報を個人に合わせてナビゲート

総合的な金融資産管理サービス

成功報酬的手数料の
ビジネスモデルへ移行
を目指す動きも強まる

強化される機能


